
強みを活かし
きる。

○経済活性化のためのトータルプラン
○産業分野において、生産から加工、流通、販売
  に至る各段階における本質的な課題を明らかに
  し、産業分野間の連携を意識した総合的な戦略

○中長期的な視点（概ね１０年）に立ちながらも、当面の目標を平成２３年度末に
  置く
○毎年、産業成長戦略の充実とあわせて、地域のアイデアを掘り起こし、地域アク
  ションプランに新たな活動を取り入れていく。

変わろう・変えよう・産業と暮らし　～高知県産業振興計画～

計画の趣旨・性格 計画の目標年次と見直し

 ・県内７ブロック　　計２２１件の取組

 ・全ての施策に予算措置　　総計８５億円

 （１） 地産外商戦略（総合支援補助金、アドバイザー派遣）
 （２） 担い手確保（滞在型農園（クラインガルテン）整備など移住
        促進）
 （３） 輸出促進(コーディネーターの配置、４県連携での海外アン
        テナショップの設置、国内外での商談会の開催)
 （４） 産業技術人材の育成（機械・金属・食品加工）
 （５） 観光（土佐・龍馬であい博、２次交通整備、観光圏）

高知県産業振興計画「中間取りまとめ」から「最終取りまとめ
（Ｈ20年度版）」へのバージョンアップ

食

自然と歴史

人

《１》足下を固め、活力ある
     県外市場に打って出る

《２》産業間連携の強化

《３》足腰を強め新分野へ
     挑戦

SWOT分析

【改革のための基本方向】

【計画の構成】～多くの方々と徹底した議論～

【計画について】

　　【本県の強み】

ＰＯＩＮＴ① 地域アクションプラン

ＰＯＩＮＴ② それぞれの施策につき、５Ｗ１Ｈを明確化

ＰＯＩＮＴ③ 追加した若しくは大幅に強化した主な施策

◆改革のための３つの方向を具体化する戦略として、農業、林業、
   水産業、商工業、観光の５つの産業分野及びこれらの産業分野
   間を結ぶ連携テーマで構成
◆それぞれの分野について、目指すべき姿や分析を踏まえて、こ
   れからの対策を、いつ、どのような形で実施していくのかを記載

農 業 林 業 水産業 商工業 観 光

◆地域の文化や特色といった地域性や、生活圏域、行政サービス
   面でのまとまりを考慮して設定した県内７つの地域ごとに、　産
   業成長戦略に沿って地域が目指す産業の姿やそこで進める具
   体的な取組を設定
◆地域からの発案で提案された取組と産業成長戦略を地域で具
   体化する取組で構成

分野を越えた連携

市町村の職員

県職員
（出先機関・関係課）
（地域支援企画員）

関係団体の職員
（JA・森組･漁協）
（商工会・観光協会）

市町村単位

地域住民
（担い手･実践者等）

〈住民座談会〉

県職員
（部長・出先機関長）
（地域支援企画員）

市町村長 関係団体の長
地域住民の
代表者

ブロック単位検討委員会

関係団体
（連合会）の長

有識者
市町村長の
代表者

担い手

若手経営者

実践者

「対話と実行」
座談会

成長戦略を地域で具体化

地域の取り組みを戦略化

安 芸

物 部川

高 知 市

嶺 北

仁 淀川

高 幡

幡 多

《基本構想》
　◆計画の必要性を明らかにし、本県の強みや弱みを整理（SWOT分析）
　◆強みを活かしきる観点から３つの改革の方向を打ち出す

地域アクションプラン

高知県産業振興計画

産業成長戦略

参考１
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　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る１

老年人口の割合（全国と本県との比較）

0
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40

（
％

）

全国 高知県

全国 20.2 23.1 26.9 29.2 30.5 31.8

高知県 25.9 28.4 32.3 34.6 35.8 36.7

H17 H22 H27 H32 H37 H42

○高齢化率の上昇も全国に１０年先行

高知県の年間商品販売額の推移
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年間商品販売額

○県内の年間商品販売額は大きく減少

四国４県の移輸出・移輸入額
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○県内市場は県外資本に食い込まれている状況○人口が全国に１５年先行して自然減
人口自然増減数（人）

　　地産地消の徹底

・生産地の地産地消を徹底することで、県内産業の力を強め、

守りから攻めに転じます。

　 海外販路開拓の挑戦

・県内企業の輸出拡大を短期的に実現

目指す方向・取組の柱

現状

　　地産外商の推進

・地産地消を徹底して足下を固めたうえで、県外・海外を視野に入れた
市場戦略を確立し、外に打って出ます。

1 ２ ３

成 約

海外展開の推進に向けた支援策

ビジネス展開

掘　り　起　こ　し

国

内

海

外

　

                コ ー デ ィ ネ ー タ
 　　　　　　の 配 置（４名）

輸出促進商
談会の開催
（県内） 　　　商 社 へ の 委 託

　　　（ 連 携 ・ 協 力  ）

海外アンテナショッ
プ等の開設（四国
４県連携事業）

海外商談会

の開催

現地視察の

実施

顧問国際弁護
士・弁理士の
設置

海外市場調査

海外展示会への
出展支援

セミナー

の開催

分野別勉強会の
開催・地域（国）
別勉強会の開催

現地ｴｰｼﾞｪﾝﾄ
による個別項
目調査

◇輸出促進支援事業（５３百万円）

◇海外市場販路拡大事業（１３百万円）

◇海外経済活動事業（１１百万円）

◆各企業のステージに応じた、きめ細やかな海外展開（ビジネスマッチング）へのサポート

◆抜本的な体制強化による「強力なセールス活動」の推進（商社機能の活用、コーディネータの配置）

8,224-2,912H18

-21,266-3,071H17

82,119-2,500H16

108,659-2,288H15

171,476-1,637H14

200,331-1,376H13

228,894-1,754H12

195,638-1,931H11

264,925-1,022H7

401,280-386H2

679,2942,462S60

全国高知県　

15
年
先
行

1０年先行

分野別・国別勉強会 国内でのビジネス
マッチング

海外でのビジネス
マッチング

ポイント

商品づくり・加工
ブラッシュアップ

販路開拓・販売拡大

【付加価値を生み出す】

①地産地消でものづくり
　（付加価値を生み出すプロセスを県内で行
　　う仕組みづくり）

　　・製造業の受発注ポータルサイトを活用し
　　　加工業者のマッチング
　　・県内加工業者の技術、設備の情報収集

　　　と提供
　　・前処理加工施設等の整備に対する支援
    ・給食メニューの開発

②マーケットインの商品づくり
  消費者のニーズに合った商品開発を支援

    ・外部専門家を活用した品質、パッケージ、
       ネーミングなどのブラッシュアップ

     ・アンテナショップ、Ｅコマース等を活用した

       テストマーケティングの場の提供

地域資源の洗い出し

　限られた地域のみで流通している産品 地域外への販路拡大

　【地域資源の強みを知る、活かす】
　県内各地域にある資源の情報を共有し、商品化し
ていく取組を支援します。

①生産者、加工業者、販売業者等で情報を交換・共有し、地
域の資源を発掘・改良、特定

②商品化を目指す生産者、加工業者等の発掘

①ロットが揃わないなどの理由で流通にのらなかっ

たもの
②マンパワーの不足で集出荷できなかったもの

③いわゆる「ハネモノ」　　　　　　　　等

これまで活用されていなかった地域資源

　　　　 地産外商推進協議会
　　H21.1.21設立、各産業団体、有識者、行政（計
　　１９団体）で構成
　　⇒推進組織やアンテナショップのあり方など、戦

　　　　略の実践に関する助言

　　　　　　　　　　　企業研究会
　　食品､天然素材等をテーマとする研究会を企業等
　　で組織し、事業化プランを策定

　　　　　地域資源活用共有会議
    地域の資源や地場産品の情報共有、商品化の
     協議
     ＜構成＞

     ・市町村、生産者･団体､商工業者、道の駅関係
     者、地域支援企画員　等
      （事務局：商工会･商工会議所）

【県外向けの販売促進ツールの積極的展開】
①新たなセールス拠点の構築(首都圏ｱﾝﾃﾅｼｮｯ
ﾌﾟの設置)
  (１)販路開拓機能(中食・外食などへの外商機能)
  (２)物販機能
  (３)観光情報・食文化発信機能

  (４)テストマーケティング機能

②ポータルサイト等の活用
　・ポータルサイトの開設、研修や大手Ｅコマースサイト

　  との連携による県内事業者のＥコマース参入支援
　・ポータルサイト、広報紙、アンテナショップが連動し
　  たマスコミや高知ファンへの情報発信地産外商を担う官民協働

型組織（新設）

県：産業振興推進部を中
心に県外・海外事務所を

含めて実施

実施主体

　【売り場の確保】
　意欲のある生産者の販売機会の拡大を徹底的に支
援します。

①地域の直販所の強化
　・直販所の「安心係」を養成して農薬等の適正使用
　　や表示の徹底

　・携帯サイトによる消費者への直販所の品揃え情報
　　の発信
　・直販所の情報管理システムの構築による業務筋へ
　　の販路の拡大

　・地域観光コンシェルジュ機能の付加

②大消費地である高知市と生産地とのパイプ
　の強化
　・市町村アンテナショップ、産直市の設置の支援
　・「おいしい風土こうちサポーター」の協力による販売

　　店舗の確保

③生産者と販売者とのマッチングを強化
  ・生産者と業務筋（中食・外食）、商店街との商談会
④食育の推進

○商店街にぎわい再生推進事業(１６百万)
○農産物直販所ステップアップ事業(１２百万円)

○高知県１漁協流通販売強化事業(６百万円)
○観光産業振興総合補助金(１０百万円)

○産業振興食育推進事業(８百万円)

③企業の販売力強化
  ・県及び新設組織による営業活動の支援

  ・見本市、商談会への出展機会の提供と出展効果を
    高めるセミナーの実施

地
産
地
消

地
産
外
商

    産業振興推進総合支援事業費補助金
・補助対象事業：ハード・ソフトとも対象(企業
  のハード事業も対象)

・補助率：原則１／２以内(地域への経済波
  及効果の高い事業は２／３以内)、国や県
  の他の事業への継ぎ足し補助の実施
・補助限度額：５０，０００千円
・予算額：１，０００百万円

　産業振興推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業
  商品企画や販売などに関する専門
的な助言、事業内容の審査、観光・

物産の情報発信を行うアドバイザー
の設置

・予算額：３５百万円

　    成長分野育成支援事業
  食品加工をテーマに企業や専門家
等で構成する研究会を設置し、事業

化への取組を重点的に支援

・予算額：１０９百万円

官
民
協
働
又
は
企
業
間
の
連
携
で
地
産
外
商

戦
略
の
練
り
上
げ
や
実
践

商品づくりから販売
までトータルに支援
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産業間連携の強化２

目指す方向

■  高付加価値化の推進

◆ 他産業への波及
　　強みのある第一次産業から他産業への
　波及が必要

◆物流コスト・時間・ロットの問題を克服
　するには、高単価、則ち高付加価値な加
　工品の開発・販売が必要

◆産地間競争激化への対応
　他地域との差別化が必要

極端に弱い産業間連携

四国４県の県際収支（一次産業、食料品製造業）(H12)
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一次産業 食料品製造業

現状

◆加工産業化の推進
　○原材料調達からの一貫した相談支援体制
　○商品開発を専門技術でバックアップ
　○食品加工については、地域アクションプラン（全２２１件）で４７件の取組
　　（シイラ、ウルメ、新高ナシ、土佐文旦の加工など）

◆すそ野が広い観光産業の戦略的展開
　○観光と物販（「食」、みやげ物）の連携。一次産品の産地の観光地化。
　○地域アクションプランで２９件の取組（ニューツーリズム・観光への
　　地域産品の活用）

取組の柱

○強みのある第１次産業から他産業への経済効果の波
及がぜい弱

地域の加工資源

　　　　　個別の事業プランごとに、計画作成から実行までをトータルでサポート
　○体制　：①産業振興推進部に食品加工推進室の設置
　　　　　　　②地域で産業振興推進監がトータルサポート
　○支援策：産業振興推進総合支援事業費補助金、産業振興推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業、成長分野育成支援事業

　 　　　　商品開発　　　　　　　　　→　　　　　　　　　　　　　加工　　　　　　　　　　　　　　　　→　　　流通・販売

主
な
取
組

ゆずクラスター
推進事業

◆工業技術ｾﾝﾀｰ等による技術支援

◆地域資源(ゆず等)を活用する食品工業の集積

産業間連携（食品加工）の推進フローと支援の枠組み

「龍馬伝」タイアップ商品の開発や物産販
売との一体的なセールス活動など

観光との連携

◆農商工連携ファンドの活用

加工産業化
のために

◆一次産業と工業団体との意見交換の実
施及び省力化等の取組

◆工業技術ｾﾝﾀｰ等による衛
生管理の高度化のための研
修実施

◆前処理加工設備や冷凍保
管設備等の整備支援

１

いまからは県外へ売らんといかんの～
それにゃ～強みになる技術力が必要やな
商品化まで、もうちっくとながやけんど

経営者

産業技術人材の育成
　産業を振興するため、企業の「技術人材」の育成や、商品開発を支援するとともに、地域の
方々が食品加工を行うお手伝いをします。

　そのために、工業技術センターを始めとする県の試験研究機関が、外部の専門家も活用して
全力で支援します。

果物や野菜を加工品にして
売りたいがじゃけんど？

農家・生産組合

H20事業費 1,757千円　→　 H21事業費 18,046千円

○特定の課題に対して集中的に支援
○企業技術者の育成により、企業の技術力
　の強化を図る
○新製品（商品）の開発を促進

○食品加工特別技術支援員による支援強
化

　・商品の開発支援
　・食品加工に関する技術研修
　・食品加工に関する技術相談
　

○人材育成研修の充実　
　Ｈ２０：９コース
　→Ｈ２１：１４コース　４００名

　・地域食品加工者育成のための
　　技術支援
　・電子機器ノイズ対策技術研修　　
　　・熱処理研修会　　　　　　　等

○食品加工、機械・金属加工分野等の

　技術相談、巡回指導の強化

○産業技術人材育成事業
　製造技術や品質管理の研修によ

り、産業の担い手となる製造技術
者を養成します。
　　　　　　　　研修１４コース

○食品加工特別技術支援員
　外部人材を登用し、研修、技術
相談、商品開発の支援を進めます。

○技術指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる
　企業活動支援事業
　食品加工、機械、金属加工など
の専門分野の技術指導アドバイザー
を企業へ派遣し、企業技術者の育
成、企業の技術力の強化、新製品
（商品）の開発を促進します。

○特定の課題に対して集中的に支援
○企業技術者の育成により、企業の技術力
　の強化を図る
○新製品（商品）の開発を促進

○食品加工特別技術支援員による支援強
化

　・商品の開発支援
　・食品加工に関する技術研修
　・食品加工に関する技術相談
　

○人材育成研修の充実　
　Ｈ２０：９コース
　→Ｈ２１：１４コース　４００名

　・地域食品加工者育成のための
　　技術支援
　・電子機器ノイズ対策技術研修　　
　　・熱処理研修会　　　　　　　等

○食品加工、機械・金属加工分野等の

　技術相談、巡回指導の強化

○産業技術人材育成事業
　製造技術や品質管理の研修によ

り、産業の担い手となる製造技術
者を養成します。
　　　　　　　　研修１４コース

○産業技術人材育成事業
　製造技術や品質管理の研修によ

り、産業の担い手となる製造技術
者を養成します。
　　　　　　　　研修１４コース

○食品加工特別技術支援員
　外部人材を登用し、研修、技術
相談、商品開発の支援を進めます。

○食品加工特別技術支援員
　外部人材を登用し、研修、技術
相談、商品開発の支援を進めます。

○技術指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる
　企業活動支援事業
　食品加工、機械、金属加工など
の専門分野の技術指導アドバイザー
を企業へ派遣し、企業技術者の育
成、企業の技術力の強化、新製品
（商品）の開発を促進します。

○技術指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる
　企業活動支援事業
　食品加工、機械、金属加工など
の専門分野の技術指導アドバイザー
を企業へ派遣し、企業技術者の育
成、企業の技術力の強化、新製品
（商品）の開発を促進します。

おまかせ下さい！！
技術力を育てる研修や講習を
充実します。
新しい商品開発を応援します
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     すそ野が広い観光産業の戦略的展開

　観光八策による滞在型・体験型観光の推進で

　４００万人観光・１，０００億円産業へ

　

地質遺産を活かしたニューツーリズムの展開をめざして高知県
ジオパーク連絡協議会を設立（H21.2.13）

<室戸地域>
・室戸ジオパーク推進協議会の設立
・日本ジオパークの認定（H20.12.8）

<仁淀川・四国カルスト地域>
・仁淀川・四国カルストジオパーク推進協議会の設立

・圏域内での広域周遊ルートづくり
・連泊優待サービスの実施
・観光客用クーポン付きガイドブックの作成
・地域食材を活かした統一メニューの提供
・ＱＲコード等を利用した観光情報提供システムの確立

・レンタサイクルや漁船による特長ある二次交通システムづくり

宿泊数別割合（％）（平成19年高知県観光客動態調査より）

日帰り
30%

１泊２日

45%

２泊３日
16%

４泊５日
2%

３泊４日
4%

５泊以上

3%

○日帰りと１泊で７５％○伸びない観光消費額

滞在促進地区

宿毛市街地・片島・
大島地区

滞在促進地区

中村市街地

滞在促進地区
あしずり温泉郷地区

スキューバダイビング
環境学習

イカ釣り体験

シュノーケリング
シーカヤック
グラスボート

マンボウスイミング
ジンベエザメスイミング

かつおタタキづくり
完全天日塩づくり体験

農家レストラン
どぶろくづくり

だるま夕日

大型客船寄港

川漁師体験

ｶﾇｰ・川遊び体験

四万十川

足摺岬

沈下橋
四万十川観光遊覧船

松山・道後
エリアからの周遊

高知市
エリアからの周遊

圏域内2泊3日以上の周遊ルート圏域内2泊3日以上の周遊ルート

滞在促進地区

宿毛市街地・片島・
大島地区

滞在促進地区

中村市街地

滞在促進地区
あしずり温泉郷地区

スキューバダイビング
環境学習

イカ釣り体験

シュノーケリング
シーカヤック
グラスボート

マンボウスイミング
ジンベエザメスイミング

かつおタタキづくり
完全天日塩づくり体験

農家レストラン
どぶろくづくり

だるま夕日

大型客船寄港

川漁師体験

ｶﾇｰ・川遊び体験

四万十川

足摺岬

沈下橋
四万十川観光遊覧船

松山・道後
エリアからの周遊

高知市
エリアからの周遊

圏域内2泊3日以上の周遊ルート圏域内2泊3日以上の周遊ルート

・龍馬伝ゆかりの地などを加えた周遊バスの運行体系
の強化と、新たに定期観光バスの運行
・タクシー業界と提携した観光ガイドタクシーの推進
（具体例：幕末維新をテーマとしたタクシープランの
提案など着地型の旅行商品づくり）
・公共交通を使ったモデルコースの設定やウェブサイ
トを活用した案内情報の充実
・四国が連携した優待レンタカー制度の導入

24,960

78,529

25,987

79,999

28,230

86,666

26,190

84,337

23,780

72,479

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H15 H16 H17 H18 H19

一人当たり消費額（円） 総消費額（百万円）

～　でっかい探検フィールド”はた”　～
圏域内２泊３日の周遊ルート

四万十・足摺エリア観光圏の始動
　～　本格的な広域観光の実現　～

世界ジオパークの認証へ
　～　新たな観光資源の発掘と磨き上げ　～

二次交通の整備
　～　点在している観光スポットを結びつけ、

魅力ある周遊ルートを確保　～

◎首都圏など巨大市場をターゲットにした誘客

・「龍馬伝」の放送を最大限に活かし、全県的な観光振興につなげるため、「土佐・龍馬で
あい博」を開催します。

・首都圏でのアンテナショップやマスメディアを活用した観光と物産の一元的な情報発信
など、効果的な観光ＰＲ、プロモーション活動を展開します。

◎二次交通の確保（マイカー観光からの脱却）

・ＪＲや航空機で高知を訪れる観光客の利便性を高め、近隣地頼みの観光から
の脱却を図ります。
　（本県への入込みの６割がマイカー、観光バスを合わせると８割強）

◎滞在型・体験型観光の推進

・花・人・土佐であい博での地域の取組（県内７４ヶ所）を本年も
実施、前年の経験を活かしＰＤＣＡでステップアップを地域支援
企画員が支援します。

・併せて郷土料理のレシピの開発や地域色のある土産品づくり
を推進することで、一人当たり観光消費額の拡大をめざします。

・その上で広域周遊ルートづくりや広域観光情報の発信など、ワ
ンストップサービスを担う地域コーディネート組織の立ち上げを
支援します。

・体験メニューの充実や農林漁家民宿の開業など受け入れ態勢
づくりなど、既存・新規のグリーンツーリズム、ブルーツーリズム
の観光商品化をめざします。

２
発地ブロック別割合（％）（平成19年高知県観光客動態調査より）

四国
33%

近畿
27%

中国
15%

関東
12%

九州・沖縄
5%

その他
8%

○近隣地頼みの入込み

他の地域ブロック
へも拡大

＜地域アクションプランにおける事例＞

観光はすそ野が広く、他分野への波及効果が大

（現状）

「龍馬伝」を
活かしきる

土佐･龍馬であい博　～　「龍馬伝」の放送をとらえて観光ビッグ・バンへ　～
①一過性に終わらせない　②観光ツアーを呼べる観光商品づくり　③県内全域をフィールドにする

高知での消費拡大
観光による産業振興

県全域の賑わい･活力向上

サテライト
会場

（地域の核）

観光
施設

地域
イベント

ゆかり
の地

・サテライト会場での広域の観光情報の提供
・地域イベントの開催
・まち歩き観光の拡充
・物産販売
・土産品の開発
・観光ガイドの養成

全国への情報発信
・テレビ等マスメディアを活用した首都圏など新規市場へのＰＲ
・龍馬ゆかりの府県等と連携したＰＲ
・企業商品を活用したＰＲ
・ツアー商品化に向けた旅行会社へのセールスやモニターツアー
  の実施

誘 導
と

連 携

 総合アドバイザーの全国的な視点からの助言による効果的な事業の展開

文化施設での展開

・幕末などの特別企画展の開催
・県民向けの高知の歴史や偉人の講座

【観光・物産の一元的情報発信】
・観光客へのプラスアルファの情報提供
・地域イベントや体験型観光等のリアルタイムで
  確実な情報提供
・二次交通の詳細な情報提供
・ニーズに応じた観光ガイドの活動情報の提供
・地域への誘導を促す情報
・地元ならではのグルメ等の物産情報の提供
・その他観光客の様々なニーズに合わせた
  詳細な情報の提供

情報
発信館

テーマ館
話題性
きっかけ

行ってみたい　体験したい
食べてみたい　買ってみたい
また来たい

　滞在期間の延長！
　リピーターの増加！
　「クチコミ」による
　高知のイメージアップ！

サテライト会場への誘客

コンシェルジュ機能の強化

補助金による支援
・地域支援事業
　地域イベントの実施や磨き上げ
　イベントに使用する施設の改善に要する経費への補助
・サテライト会場支援事業
    展示品、展示工事、展示什器に要する経費への補助

・二次交通の整備
　（周遊バス、観光ガイドタクシー等）

土佐・龍馬であい博終了後も情報発信機能を継続
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①生産地の足腰の強化

足腰を強め新分野へ挑戦３

取組の柱

第１次産業の生産地であっても、少
子化・高齢化が進み、担い手が不足

農業就業人口の推移

9,301 6,434 5,350 3,755

30,404
24,199

18,512
14,859

13,261
15,599

15,624
12,481

9,039

7,533
6,059

5,598

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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60,000

70,000

H2 H7 H12 H17

（

人
）

15-39歳 40-64歳 65-74歳 75-歳

林業就業者数の推移

304 276 230 293 298

2133

1381

866 656 615

595673

984
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1577
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～30代 40～50代 60代～

十
年
後
は
、

　
　
強
み
が
強
み
で
な
く
な
る
･
･

強みのある分野ほど足下から衰退現状

技術習得段階 営農準備段階 営農開始

新
規
就
農
者

○基礎研修及び実践研修
　（「アグリ体験塾」の研修に農家体験研修を追加）
　<【新】新規就農総合対策事業農家等謝金>

○実践研修
　<【拡】新規就農研修支援事業費補助金>
　

○就農への意識づけ（農業高校等）
　<【拡】新規就農総合対策
　　　　　　　　事業費補助金>

○クラインガルテン（滞在型市民農
園）でお試し農業

○資金確保
　<就農支援資金助成事業（無利子）>
○初期投資の軽減
　　・ハウス確保支援
　<レンタルハウス整備事業の見直し>
　　・新規就農区分
　　　補助限度額　一般より＋100万円
　　　市町村義務負担割合　１／３
     （一般１／４）
　　・中古ハウスの活用（新設）
　

○経営者の意識啓発
　<【新】担い手経営発展支援事業>

○労働力の確保
<新規就農総合対策事業費補助金＞

　
　
<【新】新規就農総合対策事業（再掲）＞
<労働者として農業技術を学べるコース
　の追加＞

○規模拡大のハウス確保支援
　<レンタルハウス整備事業の見直し
　・規模拡大促進区分
　　補助限度額のアップ
　　　（500万円→700万円）

異
業
種
参
入

○基礎研修及び実践研修
　（「アグリ体験塾」の研修に農家体験研修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を追加）

　<【新】新規就農総合対策事業農家等謝金
　　　　　　　　　　　　　　　　　    　  　（再掲）>

○新分野進出支援
　　・支援制度の説明
　　・事例の紹介
○個別相談対応（随時）
　　・経営計画の作成支援

○円滑な参入に向けた支援
　　・担い手協議会による地元調整支援
○資金確保
　<農業近代化資金等融資事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　（低利子）>
○初期投資の軽減
　　・ハウス確保支援
　<レンタルハウス整備事業の見直し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再掲）>
　

新たに農業法人による出
前授業、ほ場見学を追加
します

新たに受入農家等への支援を創設
します　（月額５万円の報償費）

研修生への支援を充実します
（研修手当月額１０万円→１５万円）

企業的経営体の育成を
　　トータルサポートします

相談段階 経営発展の支援

認
定
農
業
者

ＪＡ出資
型法人

○法人設立準備の支援
・事例調査や関係者の合意形成を支援

受入農家等への支援を創設します
（月額５万円の報償費）

雇用を活用した規模拡大を
進めます

農業技術をもった労働者を
確保します

労働者と経営者のマッチン
グ活動を支援します

【農業の例】

漁業就業者数の推移

4,061
2,562

1,324 861 669

6,219

5,419

4,251
3,433

2,498

1,940

2,246

2,564
2,732

2,657

0
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4,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

S58 S63 H5 H10 H15

～30代 40～50代 60代～

目指す方向

　　生産地の足腰の強化と担い手の育成

　◆生産地の足腰の強化
　
　◆担い手の育成・確保

　　①事業継続の支援

　　②新規就業促進への支援

強い危機感

そ
こ
で

○「森の工場」による効率的な生産システムの構築と販売力の強化

②担い手の育成・確保

(1)事業継続の支援
　・認定農業者の育成

(2)新規就業促進への支援
　・移住コンシェルジュ制度を設け、ワンストップで県外から失業者、退職者の本県への移住を促進
　・研修、住居、生産手段の確保をパッケージとした就業支援
　・受け皿となるＪＡ出資型法人の設立をサポート

農

林

水 ○県漁協による流通販売強化で「土佐の魚」の付加価値向上

○まとまりによる高いレベルの産地形成に向けて、学び教え合う仕組みづくり(ほ場170箇所）
○生産～流通･販売に至るまで、県下全域で農産物の安全･安心を確立
　（土づくり対策、有機農業支援、生産対策（ＩＰＭ技術確立と定着）、省エネルギー対策等）
○収益性の高い園芸品目等の産地化、機械の共同利用等により所得を向上
　（「こうち型集落営農」の実現）

【担い手の育成・確保】（農業の例）

１
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　　中山間地域の産業づくり
　《新たな地域アクションプランの創出に向けて》
  ◆ 賑わいづくりから「小さなビジネス」の育成へ
　◆「小さなビジネス」から「拠点ビジネス」へ
　◆「拠点ビジネス」から「新たなビジネス」へ

　　新産業の創出

◆新たな成長分野の育成

◆地域の素材を活かした新事業展開

○テーマ別研究会の設置
　・マーケット調査や素材生産者とのマッチングを通
　　じ、事業化プランの策定を支援（健康福祉、環境、
　　天然素材、食品加工）
　・更に、事業化に向けてソフト・ハードの補助事業や
　　新事業創出支援チームによる総合的な支援

　　特に、福祉サービス分野では、子どもから高齢者
　まで多様な方への福祉サービスを提供する「あった
　かふれあいセンター」を設置、新たな雇用を支援
　（まずは県内10箇所）

○まんがなどのコンテンツビジネス推進組織を設置
　・ビジネスマッチングにつながるデータベースシステ
　　ムの構築
　・見本市の開催
　・クリエーターの人材育成など

　地域の団体、グループ等の地域資源
を活かした小規模のビジネス

　地域の事業体が中心となり、小さなビ
ジネスの集約等による多角経営

　
　地域の生産資源を活用した事業者等
の新事業展開、新分野進出ビジネス

●地域支援企画員の支援機能の強化
●事業者のビジネス意識の向上とノウハウの習得支援
●事業者のマーケットの場の確保に向けた支援充実
●庁内の一体的、横断的な支援体制の拡充
●産品や観光資源など地域の情報発信の拡大、強化

●中核組織の経営力アップと人材育成に向けた支援
●各市町村での拠点づくりに向けた資金面での支援
●拠点ビジネス成功事例の他地域への普及、拡大

●事業者の新たな事業展開を後押しする支援制度の創設
●県の試験研究機関等による技術指導、 情報提供の充実
●事業者のニーズに応じた各分野の専門家の派遣

所
得
の
向
上

　　　　　　　　　　地域の実情、ビジネスの成長段階に応じて、きめ細やかに支援
　　◆資金、人、情報による総合的な支援制度の創設
　　　・産業振興推進総合支援事業（資金）　　　・産業振興推進アドバイザー事業（人）  ･　県産品情報発信強化事業（情報）
　　◆支援体制の充実
　　　・地域産業振興監の設置・・・地域の産業づくりの統括、推進　　　　・産業振興推進部の創設・・・県の横断的な産業づくりの推進

主な施策の内容

雇
用
の
創
出

県

目指す方向

目指す方向

取組の柱

取組の柱

①小さなビジネスの発掘・育成

ステップ１

②拠点ビジネスへの展開

③新事業展開、新分野進
　 出ビジネスへの展開

総合支援

ステップ２

ステップ３

環　境

福　祉 食　品

天然素材

テーマ別研究会
（テーマごとに立ち上げ：食品、環境、福祉 …）

○ 異業種交流の実施
　　　　生産機械、衛生設備、デザイン業種などとの交流を図り、
　　　　活動の幅を拡大

研究会の活動（食品の例）

○ 活動運営プランの発表、セミナーの開催
　　　　専門の外部講師を招へいして市場情報などを情報提供
　　　　　テーマ例：柑橘系の素材を用いた商品開発と消費者が
　　　　　　　　　　　　選ぶ商品とは

テーマごとの研究会方式による企業支援の枠組み

事業体
企業・団体・生産者の参画
具体テーマ例：果実

事業体
企業等…

事業体
企業等…

○ マーケット調査、個別相談会の実施
　　　　これまでの活動により、深化した市場動向等を探るため、
　　　　民間調査会社等への委託調査を実施するための調査

　　　　項目等の選定や個別相談会を開催

○ 素材生産者とのマッチング相談会の開催
　　　　将来の原料確保に向けた素材生産者とのマッチング
　　　　相談会の開催（例：文旦振興協議会（仮称）との交流）

具体的なテーマごとに企業等が結び付き、
事業化に向けたプランづくりを実施

意
欲
・
取
り
組
み
の
促
進

（
リ
ー

ダ
ー

に
よ
る
管
理

）

県（事務局）

　　　　　　・ 事業化に向けたテーマの絞込み
　　　　　　・ 企業等の結び付き（事業体）

　○事業化プランの検討
　　　　商品ｺﾝｾﾌﾟﾄ、資金計画、販売ﾀｰｹﾞｯﾄ、
　　　　市場分析、価格、販売・ＰＲ方法、生産～
　　　　販売方法のﾌﾛｰ、体制、課題の洗い出し…

研究会リーダー

事業体での取り組み

研究会テーマ

○ 事業化プラン発表会
　　　　事業体による事業化プランの発表会を開催

○企業等プレイヤーの公募

　・企業・団体等への参加呼びかけ）

　・プレーヤーの意向・熟度の把握）

　　　　　　　　　　 　↓

　　　　　　研究会の設置

事業化プランの策定

○研究会設置準備

・研究会リーダー、専門家の選定・内定
・リーダー等内定者と運営プラン協議

県が実施

専門家
（企画・販促、生産技術等）

支
援

○ ソフトとハードの両面を支援（補助金）（新規）
　　　１件あたり上限10,000千円として次の経費を補助（上限内で併用可）
　　　　・ ソフト：商品開発、販路開拓、人材育成　→　補助率   2/3（ 3,000千円以内）
　　　　・ ハード：生産設備導入に要する経費　　　→　補助率 1/10（10,000千円以内）

補助金など財政支援措置等の充実

○ こうち産業振興基金等の特別枠の創設
　　　通常分を次のように拡充し特別枠を創設
　　　　・ 補助率 1/2　→　2/3
　　　　・ 上限 2,000千円　→　3,000千円

・ インターネット活用販路開拓事業（新）
・ ものづくり商談会事業（新）
・ ベンチャー育成支援事業（拡充）
・ 専門家派遣事業

・ 企業立地促進法の設備投資
・ 地域資源活用法
・ 農商工連携法
・ 労働局の各種助成金など国の支援策

事業化に向け、企業の力を引き出す支援

研究会発の取り組みに対する総合的な支援

単年度で集中的に支援

状況に応じて複数年度にまたがる支援

○ その他研究会発事業に投入できる支援事業（関連施策）

ハンズオンチームによる支援

２

３



安 芸

物部川

嶺 北

高知市仁淀川

高 幡

幡 多

　　　　　　　　　■幡多地域
滞在型・体験型観光の推進（観光圏整備事業の活用、地域コーディネート組織の整

備、グリーンツーリズム、ブルーツーリズムの推進など）/地域産物を活用した

１．５次産業の振興（しみずの元気再生事業、黒潮印の商品開発、宿毛の直七・魚

の加工施設など）/地域基幹品目等の生産拡大と流通・販売対策（キュウリ、ミョ

ウガ、ナス、ニラ、大葉、ブンタン、ユズなど）

◆消費者から信頼される「施設園芸野菜の産地づくり」

◆「果樹（ブンタン・ユズ）の産地づくり」

◆森の工場・間伐の推進

◆「四万十の家」の建築と地域産ヒノキの販売の推進

◆四万十川の資源を活かした環境ビジネスの創出

◆資源管理型・つくり育てる漁業の推進

◆地域資源を統括したプログラム構築によるしみずの元気再生事業

◆拠点ビジネスの推進（大月町まるごと販売事業）

◆「黒潮印」の商品開発

◆「子ども農山漁村交流プロジェクト」受入事業の推進

◆幡多広域における滞在型・体験型観光の推進　　など

　　　　　　　　　■高幡地域
滞在型・体験型観光の推進（森林セラピー、漁業体験、龍馬伝、ホビー館誘致な

ど）/地域産物を活用した１．５次産業の振興（ハモ、ウルメ、シイラの加工な

ど）/森を活かす取組（森の工場の推進、森林認証材の販路拡大、木質バイオマス

の活用促進、協働の森など）

◆園芸品目等の地域基幹品目の振興

◆地消地産推進プロジェクト

◆森の工場の推進

◆ＦＳＣ認証住宅の促進

◆木質バイオマスの推進

◆シイラを柱とした水産加工業の創設

◆須崎市まち全域がサービスエリア構想推進事業

◆「かつお」まるごと商品開発プロジェクト

◆拠点ビジネスの推進

◆教育旅行や団体旅行の誘致に向けた体制の整備

◆海洋堂ホビー館の誘致　　など

　　　　　　　　　　　■安芸地域
二つの日本一を有する産地機能の維持強化（ナスの産地づくり、ユズを中心とした中山間地域の

農業振興）/  漁家所得向上への取組(キンメダイのブランド化に向けた取組、新たな漁業の導入

とシラス魚価等の向上など)/広域的に連携した観光の仕組みづくり

◆ユズを中心とした中山間地域の農業振興

◆土佐ジローの生産拡大

◆上土佐（かみとさ）備長炭販売促進事業

◆キンメダイのブランド化に向けた取組

◆新たな漁業の導入とシラス魚価等の向上

◆海洋深層水の利用拡大

◆地質資源を活かした交流人口の増加（世界ジオパーク認証に向けた取組）

◆バーデハウス室戸を核とした健康観光産業

◆魚梁瀬森林鉄道遺産を活用した交流人口の拡大

◆龍馬伝を活かした観光振興　　など

地域アクションプラン

◆県内７ブロックに分け、それぞれ地域の特徴を踏まえた地域の産業についての将来像や重点化の方向

◆地域に根ざした取り組みを位置付け

◆産業成長戦略を地域で具体化する取り組みを位置付け

◆市町村の枠を越えた広域的な取り組みを位置付け

　　　　　　　　　　　■仁淀川地域
地域の特色を活かした多様な農業の展開（基幹品目の生産性及び品質の向上、高糖度トマトの新た

なブランドの立上げ/「仁淀川流域茶」のブランド化、薬用作物の産地の拡大）/「土佐和紙」の販

売の促進（手すき和紙の県内外での消費拡大）/滞在型・体験型観光の仕組みづくり（広域連携に

よる体験型観光や食観光の推進）

◆地域の基幹品目及び推進品目等の産地の維持・発展

◆仁淀川流域茶のブランド化を主体とした茶の振興

◆薬用作物の産地拡大による所得の向上

◆力強い高糖度トマト産地の確立

◆間伐の推進

◆うるめのブランド化

◆「土佐和紙」の販売促進

◆体験型観光・食観光の推進

◆仁淀川流域を中心としたジオパークへの取組による交流人口の拡大　　など

　　　　　　　　　　■嶺北地域
れいほくブランドの園芸産地の確立及びユズ加工の拠点化（「れいほく八菜」など

の振興）/肉用牛産業の経営安定化及び新たな畜産業の展開（「嶺北牛」の振興及

び「土佐はちきん地鶏」の定着）/嶺北材の増産及び販路拡大（「れいほくスケル

トン」の施工性能の向上等）

◆れいほくブランドの園芸産地の確立とユズの加工拠点づくり

◆肉用牛飼育の競争力の確保による肉用牛産業の再興

◆土佐はちきん地鶏を活用した新しい産業の展開

◆「れいほくスケルトン」の性能向上及び販売促進

◆大型製材工場の誘致による地域材の利用の促進

◆地域産品販売ポータルサイトによる商業展開・情報発信

◆嶺北地域の連携による交流人口の拡大　　など

　　　　　　　　　■物部川地域
産地のまとまりを基調とした生産から販売までを見通した取組/豊富な地域資源を活用
した１．５次産業化の推進（農産物加工等への取組、シイラの加工商材活用など）/地
場産業（土佐打刃物、フラフ）の振興

◆地域特性を生かした土佐香美園芸主幹品目の振興
◆生産者と消費者をつなぐ場づくり　～まずは農家レストラン～
◆大学生による地域応援団（サポーター）づくり

◆農産物加工等への取組計画

◆シイラの加工商材活用

◆「ごめん」をブランド化　～トライアングルゾーンの活性化～

◆地場産業（土佐打刃物、フラフ）の振興

◆体験観光型メニューの滞在型旅行商品化アクションプラン　　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　■高知市地域
地域の特色を活かした多様な農業の展開（有機・無農薬等ＥＣＯ農業の推進）/中心商店街での販売拠

点づくり（アンテナショップの設置や「おかみさん市」の拡充）/魅力ある観光戦略の展開（食観光の

推進、よさこい祭りの有効活用、「龍馬伝」を契機とした龍馬の新たな魅力づくり）

◆鏡川源流域での有機・無農薬等ＥＣＯ農業と薬草の里づくり

◆稲ホールクロップサイレージを核にした耕蓄連携の推進と二期作文化の復活

◆竹バイオマスの有効活用

◆高知県漁協直販施設での鮮魚等の販売促進

◆土佐のものづくり企業における地産外商の推進

◆コンテンツビジネスの創出

◆中心商店街でのアンテナショップの開設

◆体験型観光推進のための組織づくり

◆「よさこい」を通じた観光客の誘致と「よさこい」ブランドの確立

◆「龍馬伝」を契機とした観光の振興

◆食による観光の推進と地域物産との連携　　など
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(産業間連携の推進）

水産振興部観光振興部

成長
戦略
の
推進

成長
戦略
の
推進

（地域アクションプランの実行支援）

地域ＡＰの
実施主体

●産業振興計画に位置付けられた事業を対象に、生産から販売に至
　 る各段階で支援を行う総合補助金を創設します。（予算額：１０億円）
　　・補助率：原則　１／２以内（但し、経済波及効果が高いと認められる取り組みは、２／３以内 ）
　　　・他の事業（国・県）への継ぎ足し補助の実施　→　最大２／３まで嵩上げ
　　　・一定の要件を満たす場合には、企業のハード整備にも補助（１／２以内）

●商品開発や販路開拓等の各産業分野に共通して活用できる支援策
   を実施します。
　　・アドバイザー派遣、首都圏アンテナショップの設置、ｅコマース、商談会・見本市　等

●県民の皆さんと協働で着実に計画を推進します。　　　　　　　●県は、公正性を確保しつつ、人と資金の両面から徹底的に支援します。

●産業振興計画を推進する強力なエンジンとして、産業振興推進部を新設
　します。（総人員：１２３名）
　・産業振興計画全体の実行をコーディネートするとともに、産業別の成長戦略と食品加工
　　のような関係部局が連携した取り組みを推進します。
　・併せて、知事を本部長とする「産業振興推進本部｣を設置し、県庁を挙げて計画の推進
　　に取り組みます。

●地域アクションプランの実行を支援する体制を地域ごとに整備します。
　・県内の各ブロックごとに「産業振興推進地域本部」を置いて、「地域産業振興監」のもとで各
　　出先機関､地域支援企画員等が連携して取り組む体制を整備し、 個別プランごとに、事業
　　計画の作成段階から実行まで、ワンストップで支援します。

計画の実践に取り組む事業者をワンストップで強力に支援します。

資金的支援人的支援

産業間連携の推進体制、及び地域アクションプランの実行支援体制

新商品を
作りたい

販路を
広げたい

加工品を
作りたい

実
行
支
援

実
行
支
援

実行支援
チーム
(プラン別)

地域支援企
画員・
出先機関

産業振興推
進部の役割

○個別の事業計画の作成から実行までを支援する体制整備
　・支援チームの設置（関係部局との調整）　・産業振興計画推進アドバイザーの活用
○支援策の提供
　・市場調査､支援制度等の情報収集と提供
　・展示・商談会への出展等の営業活動支援　等

●地域資源活用共有会議の運営
●地域ＡＰのローリング作業

連携した取り組みによる波及効果の拡大

農業振興部商工労働部 林業振興
・環境部

成長
戦略
の
推進

成長
戦略
の
推進

成長
戦略
の
推進

①産業振興計画全体の実行をコーディネート＋②産業別成長戦略の
実行支援＋③連携テーマの推進＋④地域アクションプランの実行支援

（具体的な内容）
①連携テーマの推進（食品加工・販売促進(地産地消・地産外商)、食育）
   支援チームの設置・運営（例：ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ、品目別加工等）
②分野に共通する支援ツールの提供（総合補助金、外部人材の活用､ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ等）

産業振興推進地域本部

産業振興推進本部

実
行
支
援

現地でのコーディネート役（計画段階からワンストップで支援する窓口）
地
域
産
業
振
興
監

産業振興推進部

産業振興推進部

販売担当部署、
産振センター、
パッケージデザイ
ン等の専門家等

生産担当部署、商
工政策課、外部又
は工技ｾﾝﾀｰ等の技
術者、加工企業等

生産担当部署、デザ
イナー等の外部専門
家、工業技術セン
ター等の技術者等
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足下を固め、活力ある県外市場に打って出る 

× 

情報化の進展 大消費地から遠距離（地理的ハンディキャップ） 

機
会 

弱
み 

人口減少、少子化・高齢化、若者の流出 
県内市場は今後も縮小が続くことが予想されるため、県外・海外を視野に入れた市

場戦略を確立し、外に打って出る 

食の安全・安心、健康志向 

日本食ブーム 

安全でおいしい食、 

多様な一次産品 

× 県外製品の流入や県外資本の進出 

安全･安心、環境、健康の時代 

× 
強
み 

脅
威

機
会

集客交流競争・産地間競争の激化 

地産地消を徹底し、できる限り県内需要には県産品で対応する 

本県の食材の良さ、環境保全型農業の先駆的な取組の強みを活かす × 

× 情報化を推進し、本県の地理的ハンディキャップを克服していく 

本県の考えられる方向性、必要性のある取組 

高
知
の
強
み
を
磨
き
、
余
す
と
こ
ろ
な
く
売
り
出
す 

産業間連携の強化 

強
み 

安全でおいしい食、一次産品 

貴重な自然と歴史資源 

集客交流競争・産地間競争の激化 × 高付加価値な商品開発により他の地域との差別化を図り、競争に生き残る 脅
威

 

大消費地から遠距離（地理的ハンディキャップ） 

健康、安全・安心志向など時代に対応しつつ、高い物流コストを克服するためには、

単価が高く、高付加価値な商品開発が必要 
 

 

安全･安心、環境、健康の時代 鮮度を維持するﾊﾝﾃﾞｨｷｬｯﾌﾟを克服するためには、加工品の開発・販売が必要 

生鮮品では鮮度維持の工夫・体制整備が必要 

食料品製造品出荷額等が少ない 

× 

食品製造業は大幅な移輸入超過であり、食の安全・安心志向等を追い風に、食や一

次産品の強みを活かした食品加工業の集積を進めていく 

× 

× 製造業分野での産業集積度が低く、 

小規模・零細事業者が多い 

× 

機
会 

弱
み 

安全・安心、環境、健康の時代 優れた魅力を組み合わせた滞在型・体験型観光を推進する 機
会

足腰を強め新分野へ挑戦 

人口が減少、少子化・高齢化が進む 不況による雇用悪化を逆手に、一次産業の担い手を確保していく × 弱
み 

都市部中心に求職者が増大 
機
会 

× 長期的には食料不足 優れた農水産品を生産できる食料供給県として、消費地からの信頼を得る 安全でおいしい食、一次産品 

× 

優れた人材、技術力 

国・地方の財政悪化、公共事業の大幅減少 建設業から農地や森林など中山間地域の生産資源を活用した新分野へ進出する 

高齢化が進み、医療・介護の需要が増大 健康福祉産業など、新産業への展開を進める × 

強
み 

機
会

脅
威 

機
会 

豊富な森林など中山間の資源 

ＳＷＯＴ分析と改革のための３つの基本方向 

小規模・零細事業者が多く経営基盤

が弱い/製造業分野での産業集積度

が低い/食料品製造品出荷額等が少

ない/観光スポットが点在 

産業基盤のぜい弱さ

 

少子化・高齢化/若者の流出 

人口の減少 

 

安全でおいしい食/多様な一次産品 

食 

辺境の地ながら日本を大きく動かした歴

史・偉人/活気（よさこい）、先見性、創

造力あふれる優れた人材/循環型社会に

向けた先進的な取組/キラリと光る独自

の技術力を持つ地場企業 

人 

全国一の日照時間・降雨量/豊富な森

林など中山間地域の資源/貴重な自

然と歴史資源（四万十川、四国八十

八箇所など） 

自然と歴史 

大消費地から遠距離/中山間地域が

多く平野が少ない、地価が高い 

地理的・地形的ハンディキャップ 

世界同時不況（消費の低迷、製造業

の沈滞、低価格志向）/長期的な石油

価格の高騰 

経済状況の悪化 

国・地方の財政状況の悪化/公共事業

の減少 

公的財政の悪化 

県外製品の流入や県外資本の進出/

集客交流競争・産地間競争の激化（首

都圏近県、競合県との競争激化） 

地域間競争の進行 

情報化の進展（「いつでも、どこでも、

誰でも」の時代に）/大学の地域貢献

情報化等 

長期的には世界的な食料不足、エネルギ

ー不足/全国的な高齢化の進行（医療・介

護の需要が増大、購買・消費動向が変化）

/世界同時不況により都市部中心に求職

者が増大/大都市における団塊の世代の

大量退職 

消費と雇用の変化 

食の安全･安心志向/海外における日

本食ブーム/地球環境問題への世界

的な危機感/環境の経済的価値の高

まり/健康志向 

安全・安心、環境、健康の時代 

―ＳＷＯＴ分析― 
強 み 

機 会 

弱 み 

脅 威 
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